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回次
第74期

中間連結会計期間
第75期

中間連結会計期間
第74期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （百万円） 116,543 119,987 236,950

経常損失（△） （百万円） △1,571 △1,257 △7,241

親会社株主に帰属する中間（当

期）純損失（△）
（百万円） △1,822 △821 △7,553

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 3,889 △2,826 △199

純資産額 （百万円） 150,130 136,080 142,505

総資産額 （百万円） 284,578 291,371 290,849

１株当たり中間（当期）純損失

（△）
（円） △32.00 △14.47 △132.77

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.7 46.7 49.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 5,522 6,668 16,551

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △7,272 △9,753 △16,050

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △6,055 10,666 △5,782

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 37,096 47,017 39,946

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間（当

期）純損失であるため、記載しておりません。

３．当社は信託型株式報酬制度を導入しており、当該信託が保有する当社株式を中間連結財務諸表において自己

株式として計上しております。これに伴い、１株当たり中間（当期）純損失（△）および潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定上、当該株式数を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含

めております。
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２【事業の内容】

当社グループは、持株会社であるH.U.グループホールディングス株式会社（以下「当社」）、H.U.フロンティア株

式会社、株式会社エスアールエル、富士レビオ・ホールディングス株式会社、日本ステリ株式会社およびそれぞれの

子会社・関連会社より構成されており、臨床検査の受託、臨床検査薬の製造・販売とヘルスケア関連サービス事業を

行っております。

　当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。

単位：億円

（四捨五入）
2024年３月期実績

2025年３月期予想

（2024年５月10日公表値） （2024年11月８日公表値）

売上高 2,370 2,410 2,410

EBITDA※1 168 310 310

営業利益 △40 100 100

経常利益 △72 95 85

当期利益 △76 70 50

ROE △5.2％ 4.9％ 3.5％

ROIC※2 △1.2％ 2.9％ 2.9％

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）Mission, Vision、経営環境、中長期的な経営戦略および対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した、「第２ 事業の状況　１ 経営方針、経

営環境及び対処すべき課題等　『Mission, Vision、経営環境、中長期的な経営戦略および対処すべき課題』」につ

いて、「Ⅲ．2025年３月期の計画」に関する記載を、次のとおり改定いたします。

Ⅲ．2025年３月期の計画

①2025年３月期の見通しについて

当中間連結会計期間において、昨今の為替変動により為替差損を計上いたしました。また、2019年に新規参

入した中国LTS事業において新型コロナウイルス影響により事業環境に変化がみられ、当初想定した成長の実

現が困難であると判断し戦略的に撤退を決定したため、関係会社整理損を特別損失に計上いたしました。これ

らの影響により2025年３月期の見通しは下記のとおりとなる見込みです。

※1　EBITDA=営業利益＋減価償却費＋のれん償却費

※2　ROIC=NOPAT（営業利益－みなし法人税）／ 投下資本 ［（純資産＋有利子負債（リース債務含む）

＋その他の固定負債）の期首・期末残高の平均］

②2025年３月期計画の骨子

本中期計画の最終年度にあたる2025年３月期について、「Mission, Vision、経営環境、中長期的な経営戦略

および対処すべき課題　Ⅱ．中期計画「H.U. 2025 ～Hiyaku(飛躍) ＆ United～」の概要」に記載のとおり、

重要テーマに取り組んでまいります。

・LTS事業における収益性の改善

H.U. Bioness Complexを中心とした検査オペレーションの抜本的な効率化等による原価改善効果を発現さ

せてまいります。また、株式会社メディパルホールディングスとの合弁会社である株式会社メディスケット

によるシェアリング・ロジスティクスの推進により、集荷・物流に係るコスト最適化効果の発現を加速させ

てまいります。

・CDMO事業の強化

CDMO事業における中長期な需要拡大を見据え、パートナーとの開発を推進してまいります。
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（２）経営成績、財政状態及びキャッシュ・フローの状況

①経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等により、経済活動は緩やかな回復基調とな

りました。しかしながら、世界情勢の変動を背景とした原材料価格やエネルギー価格の高騰や為替相場における円

の乱高下等、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループを取り巻く事業環境につきましては、医療機関の経営状況の悪化や医療費の削減要請に伴う検体検

査実施料の抑制等、厳しい事業環境が継続しております。

このような環境の中、当社グループといたしましては、ベース事業の成長およびH.U. Bioness Complexを中心と

した収益性改善によってアフターコロナに最適なコスト構造の構築に注力し、安定的に事業を継続するための経営

基盤の強化に取り組んでおります。

これらの結果といたしまして、当中間連結会計期間の売上高は119,987百万円（前年同期比3.0％増）となりまし

た。主な増収要因は検査・関連サービス事業の伸長です。

利益では、増収による増益に加えて、検査・関連サービス事業における収益性改善施策の効果が徐々に発現した

ことにより増益となりました。その結果、営業利益は956百万円（前年同期は営業損失1,569百万円）となりまし

た。営業利益の増益があった一方、営業外費用として為替差損を計上したこと等により、経常損失は1,257百万円

（前年同期は経常損失1,571百万円）となりました。また、特別利益として補償損失引当金戻入額、特別損失とし

て関係会社整理損を計上したこと等により、親会社株主に帰属する中間純損失は821百万円（前年同期は親会社株

主に帰属する中間純損失1,822百万円）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

イ．検査・関連サービス事業

売上では、新型コロナウイルス関連検査売上高が減少したものの、がんゲノムを始めとした遺伝子関連検査

を含むベース事業が伸長したことにより増収となりました。これらの結果、売上高は76,518百万円（前年同期

比5.8％増）となりました。利益では、ベース事業の増収による増益に加えて収益性改善施策の効果が徐々に

発現したことにより、営業損失は2,892百万円（前年同期は営業損失6,190百万円）となりました。

ロ．臨床検査薬事業

売上では、海外におけるNeuro試薬の伸長および円安による為替の影響があったものの、主に新型コロナウ

イルス関連製品の売上高が減少したことにより減収となりました。これらの結果、売上高は29,019百万円（前

年同期比4.0％減）となりました。利益では、主に新型コロナ関連売上高の減収による減益により、営業利益

は5,481百万円（前年同期比19.5％減）となりました。

ハ．ヘルスケア関連サービス事業

売上では、滅菌関連事業が伸長した結果、売上高は14,448百万円（前年同期比3.0％増）となりました。利

益では、増収による増益および滅菌関連事業における収益性改善等により、営業利益は879百万円（前年同期

比55.8％増）となりました。
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②財政状態の状況

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ521百万円増加し、291,371百万円となりました。

その主な要因は、現金及び預金の増加7,070百万円および有形固定資産その他（純額）の増加5,392百万円があっ

た一方、機械装置及び運搬具（純額）の減少6,857百万円、受取手形、売掛金及び契約資産の減少1,928百万円、

工具、器具及び備品（純額）の減少1,335百万円、建物及び構築物（純額）の減少1,211百万円および投資有価証

券の減少1,130百万円があったためであります。

当中間連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ6,946百万円増加し、155,290百万円となりました。

その主な要因は、短期借入金の増加10,000百万円および固定負債その他の増加4,176百万円があった一方、未払金

の減少5,851百万円および支払手形及び買掛金の減少1,215百万円があったためであります。

当中間連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ6,424百万円減少し、136,080百万円となりまし

た。その主な要因は、配当金の支払3,604百万円、為替換算調整勘定の減少2,403百万円および親会社株主に帰属

する中間純損失821百万円があったためであります。

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ2.3％減少し、46.7％となりました。

③キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ7,070百万

円増加し、47,017百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により獲得した資金は6,668百万円（前年同期5,522百万円の獲得）となりました。その主な要因

は、減価償却費9,942百万円、未払消費税等の増加額1,830百万円および売上債権及び契約資産の減少額1,032百

万円があった一方、その他の流動負債の減少額1,925百万円、仕入債務の減少額1,789百万円および税金等調整

前中間純損失1,571百万円があったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は9,753百万円（前年同期7,272百万円の使用）となりました。その主な要因

は、無形固定資産の取得による支出3,403百万円、子会社株式の条件付取得対価の支払額3,005百万円および有

形固定資産の取得による支出2,368百万円があったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により獲得した資金は10,666百万円（前年同期6,055百万円の使用）となりました。その主な要因

は、短期借入金の純増減額10,000百万円およびセール・アンド・リースバックによる収入6,396百万円があった

一方、配当金の支払額3,597百万円およびファイナンス・リース債務の返済による支出2,130百万円があったた

めであります。
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（３）株式会社の支配に関する基本方針について

当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則（2006年法務省令第

12号）第118条第３号にいう、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針）を定め

ており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社取締役会は、当社株式の買付提案等を受け入れるかどうかは、最終的には、当社株主のみなさまの判断に委

ねられるべきものであり、当社株主のみなさまが適切な判断を行うためには、当社株式の買付け等が行われようと

する場合に、当社取締役会を通じ、当社株主のみなさまに十分な情報が提供される必要があると考えます。

そして、対価の妥当性等の諸条件、買付けが当社グループの経営に与える影響、買付者による当社グループの経

営方針や事業計画の内容等について当社株主のみなさまに十分に把握していただく必要があると考えます。

しかし、当社株式の買付け等の提案の中には、会社や株主に対して買付けに係る提案内容や代替案等を検討する

ための十分な時間や情報を与えないもの、買付けに応じることを株主に強要するような仕組みを有するもの、買付

条件が会社の有する本来の企業価値・株主共同の利益に照らして不十分または不適切であるもの等、当社の企業価

値・株主共同の利益を毀損する恐れをもたらすものも想定されます。

このような企業価値・株主共同の利益を毀損する恐れのある不適切な大規模買付行為や買付提案を行う者は、当

社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては適切ではないと考えています。

当社は、2007年５月23日に開催された当社取締役会において、以上の内容を当社の財務及び事業の方針の決定を

支配する者の在り方に関する基本方針とすることを決定いたしました。

Ⅱ．基本方針の実現に資する取組み

当社では、中期経営計画の着実な実行、安定的かつ継続的な株主還元、およびコーポレート・ガバナンス体制の

さらなる強化を通じて、企業価値・株主共同の利益の向上に取組んでいます。以下に掲げるこれらの取組みは、上

記Ⅰの基本方針の実現に資するものと考えています。なお、以下に掲げる取組みは、その内容から、株主共同の利

益を損なうものではなく、かつ、会社役員の地位の維持を目的とするものでないことは、明らかであると考えてい

ます。

１）中期経営計画の実行を通じた企業価値・株主共同の利益の向上の取組み

当社グループを取り巻く事業環境は、高齢化や先端的医療の導入等による医療費の伸長が見込まれる中、医

療機関の経営状況の悪化や医療費の削減要請に伴う検体検査実施料の抑制により、国内臨床検査市場は今後も

厳しい状況が継続するものと見込まれます。一方、医療費の抑制策が進む中、病院および病床再編に伴う在宅

医療や予防医療のニーズの拡大、先進医療技術の向上やIT技術の進展など新たな成長の機会があり、事業環境

の様相は刻々と変化しております。

また、新型コロナウイルス感染症流行以降、生活者の行動変容や患者様の受診抑制傾向からの回復鈍化等、

足元の流動的な環境変化にも適切な対応が求められております。

一方、海外臨床検査市場においては、新興国を中心に成長しているものの先進国では社会保障費抑制による

低成長が継続しております。また、各国の制度変更等による薬事関連コストが増加する等、厳しい事業環境が

継続しております。

このような事業環境の中、当社は、将来の飛躍的かつ持続的な成長に向けて、2025年３月期を最終年度とす

る中期経営計画を2020年９月に策定いたしました。本中期計画の概要は、「（１）Mission, Vision、経営環

境、中長期的な経営戦略および対処すべき課題」に記載のとおりです。

２）安定的かつ継続的な株主還元を通じた企業価値・株主共同の利益向上の取組み

当社では、将来の経営環境の変化とM&A・研究開発など将来の成長機会への投資に備え、必要な内部留保を充

実させながら、配当を中心に株主のみなさまに安定的かつ継続的な利益還元を図っていくことを目標としてい

ます。
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３）コーポレート・ガバナンス体制のさらなる強化を通じた企業価値・株主共同の利益向上の取組み

当社では2005年６月より委員会設置会社（現・指名委員会等設置会社）に移行し、監督と執行を明確に分離

し、業務執行を迅速に展開できる執行体制を確立しております。コーポレート・ガバナンス体制の観点から

は、取締役９名のうち７名の社外取締役を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし、法令に従って監査委

員会、報酬委員会、指名委員会を設置してさらなる経営の透明性確保、公正性の向上を目指した取組みを継続

しています。インセンティブ・報酬の観点からは、企業価値・株主共同の利益を向上させることを最重要課題

と位置付け、執行役に対する業績連動型報酬制度を導入するとともに、業績との連関が高くない退職慰労金制

度を廃止し、また株主のみなさまと執行役その他従業員の利益を共有化する目的から株式報酬制度を導入して

おります。これら執行役・取締役に対する報酬は有価証券報告書、事業報告にて開示しております。その他、

株主総会の活性化および議決権行使の円滑化に向けた施策として、株主のみなさまが適切な議決権行使をして

いただく時間を確保する目的から招集通知を株主総会の３週間以上前に発送するとともに、議決権電子行使の

電子投票システムの導入やプラットフォームへの参加など、さまざまな施策を実施しています。さらに、株主

総会の日程は、いわゆる株主総会集中日を回避して設定するとともに、当日ご出席いただけない株主のみなさ

まに対して、事前のご質問をお受けするとともにインターネットによるライブ配信を実施しています。また、

これら適切なガバナンス体制の維持・強化の重要性から、内部統制システムの基本方針を定め、監査委員会に

よる監査体制の強化、子会社・関連会社を含めた管理規程の整備を進め企業集団における業務の適正を確保す

るための体制を構築するなど、さらなる整備強化を進めております。

Ⅲ．上記の取組みが上記Ⅰの基本方針に沿うものであり、株主共同利益を損なうものではないこと、会社役員の地位

の維持を目的とするものではないことおよびその理由

上記の取組みは、当社の財産を最大限に活用し、収益の維持・向上に必要な内部留保の確保と株主のみなさまへ

の利益還元の適正な配分を図り、また、適切なコーポレート・ガバナンス体制の維持・強化を図るものであり、当

社の企業価値および株主共同の利益の向上に資するものであります。したがいまして、上記の取組みは、基本方針

に沿うものであり、株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものでは

ありません。

（４）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、5,187百万円であります。当中間連結会計

期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

グループ研究開発機能を強化しつつ、外部企業・研究機関との連携も進めることで、新たな医療・ヘルスケア関

連技術および画期的な検査技術に関する研究開発を鋭意進めてまいります。

（５）主要な設備の状況

当中間連結会計期間における主要な設備の状況に重要な変更はありません。

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当中間連結会計期間における当社グループの資金調達方針については、重要な変更はありません。

なお、当中間連結会計期間末における総額20,000百万円のコミットメントラインの借入実行残高はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 57,473,822 57,473,822
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 57,473,822 57,473,822 ― ―

②【発行済株式】

　（注）「提出日現在発行数」欄には、2024年11月１日からこの半期報告書の提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
― 57,473,822 ― 9,279 ― 25,001

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）

東京都港区赤坂1-8-1
10,964.4 19.16

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）

東京都中央区晴海1-8-12
4,014.4 7.02

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　Ｂ

ＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　

ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５００１

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

ONE CONGRESS STREET，SUITE 1，BOSTON，

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南2-15-1）

2,889.2 5.05

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳ

Ｅ　ＢＡＮＫ　３８０６８４

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON, E14 

5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南2-15-1）
2,200.7 3.85

ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　

ＣＯ．（ＡＶＦＣ）　ＲＥ　Ｕ

ＳＬ　ＮＯＮ－ＴＲＥＡＴＹ　

ＣＬＩＥＮＴＳ　ＡＣＣＯＵＮ

Ｔ

(常任代理人　香港上海銀行東

京支店カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 5NT, 

UK

（東京都中央区日本橋3-11-1）

2,042.0 3.57

ＢＮＹＭＳＡＮＶ　ＡＳ　ＡＧ

ＥＮＴ／ＣＬＩＥＮＴＳ　ＬＵ

Ｘ　ＵＣＩＴＳ　ＮＯＮ　ＴＲ

ＥＡＴＹ　１

(常任代理人　株式会社三菱Ｕ

ＦＪ銀行)

VERTIGO BUILDING ‐ POLARIS 2-4 RUE EUGENE 

RUPPERT L－2453 LUXEMBOURG GRAND DUCHY OF　

LUXEMBOURG

（東京都千代田区丸の内1-4-5）

1,883.0 3.29

Ｊ．Ｐ． ＭＯＲＧＡＮ ＢＡＮ

Ｋ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ Ｓ．

Ａ．３８１５７２

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

EUROPEAN BANK AND BUSINESS CENTER 6，ROUTE　

DE TREVES， L－2633 SENNINGERBERG, 

LUXEMBOURG

（東京都港区港南2-15-1）

1,611.0 2.82

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 1,538.6 2.69

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　Ｂ

ＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　

ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５１０３

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

ONE CONGRESS STREET，SUITE 1，BOSTON，

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南2-15-1）

1,509.3 2.64

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 1,272.2 2.22

計 ― 29,924.9 52.31

（５）【大株主の状況】

（注）１．持株比率は、自己株式262,586株を除いて計算しております。なお、自己株式には信託型株式報酬制度により

当該信託が保有する株式392,718株は含まれておりません。

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社および株式会社日本カストディ銀行の所有株式は、全て信託業務に係

るものであります。
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氏名又は名称 住所
保有株件数の数

（株）

株券等保有割合

（％）

三井住友トラスト・アセットマネジ

メント株式会社
東京都港区芝公園1-1-1 1,707,600 2.97

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂9-7-1 937,100 1.63

氏名又は名称 住所
保有株件数の数

（株）

株券等保有割合

（％）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内1-4-5 263,502 0.46

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 1,452,700 2.53

三菱ＵＦＪアセットマネジメント株

式会社
東京都港区東新橋1-9-1 566,300 0.99

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証

券株式会社
東京都千代田区大手町1-9-2 761,766 1.33

３．2024年６月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、三井住友信託銀行株式

会社ならびにその共同保有者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社、日興アセットマネジ

メント株式会社が2024年６月14日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社

として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

４．2024年９月30日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループならびにその共同保有者である株式会社三菱ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱

ＵＦＪアセットマネジメント株式会社、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社が2024年９月23日現

在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当中間会計期間末現在にお

ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 262,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 57,088,700 570,887 －

単元未満株式 普通株式 122,622 － －

発行済株式総数 57,473,822 － －

総株主の議決権 － 570,887 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,800株が含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数28個が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、信託型株式報酬制度に係る信託口が保有する当社株式392,700株が

含まれております。また、「議決権の数」欄には、同信託口名義の完全議決権株式に係る議決権の数3,927個

が含まれております。

３．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式86株、信託型株式報酬制度に係る信託口が保有する当社株式

18株および証券保管振替機構名義の株式68株が含まれております。
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2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

H.U.グループホールデ

ィングス株式会社

東京都港区赤坂一丁目８

番１号
262,500 － 262,500 0.46

計 － 262,500 － 262,500 0.46

②【自己株式等】

（注）信託型株式報酬制度に係る信託口が保有する当社株式392,700株は含まれておりません。

２【役員の状況】

該当事項はありません。

- 11 -



第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 39,947 47,018

受取手形、売掛金及び契約資産 47,425 45,497

商品及び製品 6,093 5,650

仕掛品 7,929 8,598

原材料及び貯蔵品 8,439 7,952

その他 14,063 13,611

貸倒引当金 △678 △940

流動資産合計 123,220 127,387

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１ 28,441 ※１ 27,229

機械装置及び運搬具（純額） ※１ 13,338 ※１ 6,481

工具、器具及び備品（純額） ※１ 16,847 ※１ 15,511

土地 10,129 9,901

その他（純額） 12,644 18,037

有形固定資産合計 81,400 77,162

無形固定資産

のれん 7,399 6,886

顧客関連無形資産 1,968 1,808

ソフトウエア ※１ 17,825 ※１ 16,857

その他 18,638 19,139

無形固定資産合計 45,832 44,692

投資その他の資産

投資有価証券 6,438 5,307

その他 34,269 36,740

貸倒引当金 △411 △1

投資その他の資産合計 40,297 42,047

固定資産合計 167,530 163,901

繰延資産 99 82

資産合計 290,849 291,371

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 19,729 18,514

電子記録債務 1,091 455

短期借入金 － 10,000

１年内償還予定の社債 10,000 10,000

未払金 16,027 10,175

未払法人税等 785 994

賞与引当金 6,109 5,005

その他 10,325 11,883

流動負債合計 64,070 67,028

固定負債

社債 31,100 31,100

長期借入金 29,000 29,000

退職給付に係る負債 7,174 7,278

資産除去債務 1,571 1,687

株式給付引当金 75 164

補償損失引当金 637 －

債務保証損失引当金 699 20

関係会社整理損失引当金 － 817

その他 14,016 18,193

固定負債合計 84,274 88,262

負債合計 148,344 155,290

純資産の部

株主資本

資本金 9,279 9,279

資本剰余金 25,001 25,001

利益剰余金 97,700 93,273

自己株式 △2,256 △2,258

株主資本合計 129,724 125,296

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,498 1,755

為替換算調整勘定 13,209 10,805

退職給付に係る調整累計額 △2,014 △1,871

その他の包括利益累計額合計 12,692 10,688

新株予約権 88 95

純資産合計 142,505 136,080

負債純資産合計 290,849 291,371
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

売上高 116,543 119,987

売上原価 84,968 87,299

売上総利益 31,575 32,687

販売費及び一般管理費 ※１ 33,144 ※１ 31,731

営業利益又は営業損失（△） △1,569 956

営業外収益

受取利息 212 249

受取配当金 63 40

為替差益 1,096 －

その他 192 178

営業外収益合計 1,564 468

営業外費用

支払利息 195 238

持分法による投資損失 743 617

出資金運用損 406 265

為替差損 － 1,167

その他 221 393

営業外費用合計 1,567 2,682

経常損失（△） △1,571 △1,257

特別利益

事業譲渡益 ※２ 377 －

補償損失引当金戻入額 － ※３ 678

その他 0 3

特別利益合計 377 681

特別損失

固定資産除却損 15 125

投資有価証券評価損 279 －

関係会社整理損 － ※４ 817

その他 100 52

特別損失合計 396 995

税金等調整前中間純損失（△） △1,590 △1,571

法人税、住民税及び事業税 1,631 2,095

法人税等調整額 △1,398 △2,845

法人税等合計 232 △749

中間純損失（△） △1,822 △821

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △1,822 △821

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

中間純損失（△） △1,822 △821

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 484 256

為替換算調整勘定 5,142 △2,403

退職給付に係る調整額 84 142

その他の包括利益合計 5,711 △2,004

中間包括利益 3,889 △2,826

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 3,889 △2,826

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △1,590 △1,571

減価償却費 10,116 9,942

のれん償却額 145 230

為替差損益（△は益） △1,082 654

持分法による投資損益（△は益） 743 617

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △434 1,032

棚卸資産の増減額（△は増加） 504 △257

仕入債務の増減額（△は減少） △4,241 △1,789

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,519 △1,061

関係会社整理損 － 817

補償損失引当金戻入額 － △678

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,021 1,830

その他の流動資産の増減額（△は増加） △989 △1,566

その他の流動負債の増減額（△は減少） △6,302 △1,925

その他の固定負債の増減額（△は減少） 245 △863

その他 △473 2,320

小計 △3,856 7,732

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 9,297 △1,158

その他 81 94

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,522 6,668

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,743 △2,368

無形固定資産の取得による支出 △2,938 △3,403

貸付けによる支出 △39 △999

子会社株式の条件付取得対価の支払額 － △3,005

その他 449 23

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,272 △9,753

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 4,000 －

長期借入金の返済による支出 △3,700 －

配当金の支払額 △3,601 △3,597

短期借入金の純増減額（△は減少） － 10,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,167 △2,130

セール・アンド・リースバックによる収入 － 6,396

その他 △587 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,055 10,666

現金及び現金同等物に係る換算差額 716 △511

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,089 7,070

現金及び現金同等物の期首残高 44,185 39,946

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 37,096 ※ 47,017

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項

ただし書きに定める経過的な取扱いおよび「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　

2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おります。これによる中間連結財務諸表に与える影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表にお

ける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間および前連結会計年度については遡及適用後の中

間連結財務諸表および連結財務諸表となっております。これによる前中間連結会計期間の中間連結財務諸表および前

連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

建物及び構築物（純額） 262百万円 262百万円

機械装置及び運搬具（純額）

工具、器具及び備品（純額）

ソフトウエア

1,238

196

1

1,238

196

1

合計 1,698 1,698

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

深圳平安好医医学検験実験室 4,882百万円 4,909百万円

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

コミットメントラインの総額 20,000百万円 20,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 20,000 20,000

（中間連結貸借対照表関係）

※１　国庫補助金等の受入により取得価額から控除している圧縮記帳累計額は次のとおりであります。

　２　以下の関係会社について、金融機関等からの借入債務に対し債務保証を行っております。

（注）前連結会計年度において、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を債務保証損失引当金に699百万

円、持分法適用に伴う負債として、固定負債「その他」に4,183百万円計上しております。

当中間連結会計期間において、被保証先の財政状態等を勘案し、短期貸付金総額から同社に対する短期貸付金

805百万円を控除するとともに、損失負担見込額を債務保証損失引当金に20百万円、持分法適用に伴う負債とし

て、固定負債「その他」に4,083百万円計上しております。

　３　当社は、緊急時の手元流動性を確保すること等を目的として、主要取引金融機関とコミットメント契約を締結し

ております。コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
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　前中間連結会計期間
（自  2023年４月１日

　　至  2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

　　至  2024年９月30日）

給与・賞与 5,614百万円 5,735百万円

賞与引当金繰入額 2,211 2,181

退職給付費用 458 525

減価償却費 2,706 2,673

のれん償却額 145 230

支払手数料 7,459 6,369

研究開発費 5,119 5,187

（中間連結損益計算書関係）

　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

　※２　事業譲渡益は、国内子会社におけるラジオイムノアッセイ製品の製造販売事業の一部を事業譲渡したことによ

るものであります。

　※３　補償損失引当金戻入額は、当社が2019年３月期に計上した補償損失引当金の一部を戻し入れたことによるもの

であります。

　※４　関係会社整理損は、在外子会社の整理に伴う損失に備えるため、当該損失見込額を計上したことによるもので

あります。

前中間連結会計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年９月30日）

現金及び預金勘定 37,097百万円 47,018百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1 △1

現金及び現金同等物 37,096 47,017

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。
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（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月26日

取締役会
普通株式 3,604 63 2023年３月31日 2023年５月30日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月９日

取締役会
普通株式 3,547 62 2023年９月30日 2023年12月12日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月24日

取締役会
普通株式 3,604 63 2024年３月31日 2024年５月28日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月８日

取締役会
普通株式 3,547 62 2024年９月30日 2024年12月12日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１. 配当金支払額

（注）2023年５月26日取締役会の決議による配当金の総額には、信託型株式報酬制度に係る信託口が保有する当社株

式に対する配当金18百万円が含まれております。

２. 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

（注）2023年11月９日取締役会の決議による配当金の総額には、信託型株式報酬制度に係る信託口が保有する当社株

式に対する配当金24百万円が含まれております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

１. 配当金支払額

（注）2024年５月24日取締役会の決議による配当金の総額には、信託型株式報酬制度に係る信託口が保有する当社株

式に対する配当金24百万円が含まれております。

２. 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

（注）2024年11月８日取締役会の決議による配当金の総額には、信託型株式報酬制度に係る信託口が保有する当社株

式に対する配当金24百万円が含まれております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額

（注）２
検査・関連
サービス

事業

臨床検査薬
事業

ヘルスケア
関連サービ

ス事業
計

売上高

外部顧客への売上高 72,291 30,223 14,028 116,543 － 116,543

セグメント間の内部
売上高又は振替高

74 2,980 3 3,058 △3,058 －

計 72,366 33,203 14,032 119,602 △3,058 116,543

セグメント利益又は損

失（△）
△6,190 6,812 564 1,186 △2,755 △1,569

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額

（注）２
検査・関連
サービス

事業

臨床検査薬
事業

ヘルスケア
関連サービ

ス事業
計

売上高

外部顧客への売上高 76,518 29,019 14,448 119,987 － 119,987

セグメント間の内部
売上高又は振替高

205 2,214 9 2,428 △2,428 －

計 76,723 31,234 14,457 122,415 △2,428 119,987

セグメント利益又は損

失（△）
△2,892 5,481 879 3,468 △2,511 956

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日 至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△2,755百万円は、セグメント間取引消去8,116百万円および各

報告セグメントに配分していない全社費用△10,871百万円が含まれております。全社費用は、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　中間連結会計期間において、固定資産に係る重要な減損損失はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日 至2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△2,511百万円は、セグメント間取引消去7,637百万円および各

報告セグメントに配分していない全社費用△10,149百万円が含まれております。全社費用は、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　当中間連結会計期間において、固定資産に係る重要な減損損失はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

（自　2023年４月１日 （自　2024年４月１日

　　至　2023年９月30日） 　　至　2024年９月30日）

検査・関連サービス事業

院内 12,319 12,345

院外 58,226 62,361

その他 1,746 1,811

検査・関連サービス事業　計 72,291 76,518

臨床検査薬事業

ルミパルス

国内 11,316 9,736

海外 1,556 2,658

ルミパルス　計 12,872 12,394

CDMO・原材料供給 12,614 12,481

その他製品 4,735 4,143

臨床検査薬事業　計 30,223 29,019

ヘルスケア関連サービス事業

滅菌関連 10,907 11,336

在宅・福祉用具 3,121 3,111

ヘルスケア関連サービス事業　計 14,028 14,448

合計 116,543 119,987

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）　前中間連結会計期間においては、顧客との契約から生じる収益以外の収益が、検査・関連サービス事業の院

外に８百万円、臨床検査薬事業のルミパルス国内に108百万円およびその他製品に58百万円、ヘルスケア関連サ

ービス事業の滅菌関連に213百万円および在宅・福祉用具に１百万円含まれております。

　　　　当中間連結会計期間においては、顧客との契約から生じる収益以外の収益が、検査・関連サービス事業の院

外に７百万円、臨床検査薬事業のルミパルス国内に106百万円、ヘルスケア関連サービス事業の滅菌関連に245

百万円含まれております。
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前中間連結会計期間
(自  2023年４月１日
至  2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自  2024年４月１日
至  2024年９月30日)

(1）１株当たり中間純損失（△） △32円00銭 △14円47銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純損失（△）
（百万円）

△1,822 △821

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損
失（△）（百万円）

△1,822 △821

普通株式の期中平均株式数（千株） 56,954 56,818

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － －

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（百万
円）

－ －

普通株式増加数（千株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概
要

－ －

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損失および算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益および算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失であるた

め記載しておりません。

２．「信託型株式報酬制度に係る信託」が保有する当社株式を、１株当たり中間純損失および潜在株式調整後１

株当たり中間純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、

当該信託が保有する当社株式の期中平均株式数は前中間連結会計期間では257,825株、当中間連結会計期間で

は392,718株であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

（１）期末配当

　2024年５月24日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　① 配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・3,604百万円

　② １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・63円

　③ 支払請求の効力発生日および支払開始日・・・・・・2024年５月28日

(注) 2024年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

（２）中間配当

　2024年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　① 配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・3,547百万円

　② １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・62円

　③ 支払請求の効力発生日および支払開始日・・・・・・2024年12月12日

(注) 2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年11月12日

H.U.グループホールディングス株式会社

取　締　役　会　御　中

PwC Japan有限責任監査法人

         東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  鵜　飼　　千　恵

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  添　野　　俊　雄

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているH.U.グループホ

ールディングス株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日

から2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包

括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、H.U.グループホールディングス株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上



【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2024年11月13日

【会社名】 H.U.グループホールディングス株式会社

【英訳名】 H.U. Group Holdings, Inc.

【代表者の役職氏名】 取締役 代表執行役会長 兼 社長 兼 グループCEO　　竹内　成和

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役 執行役常務 兼 CFO　　北村　直樹

【本店の所在の場所】 東京都港区赤坂一丁目８番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】



１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社取締役 代表執行役会長 兼 社長 兼 グループCEO 竹内成和および取締役 執行役常務 兼 CFO 北村直樹は、当

社の第75期中（自 2024年４月１日　至 2024年９月30日）の半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正

に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


